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担当：中国注冊会計師 左培剣  

中国注冊会計師 王小煥 

 

最近の外貨為替レートの異常な変動は、外貨による決済取引を行う企業の経営に大きな

インパクトをもたらしています。本稿では為替レートの変動による為替差損益の企業損益

と資金流動に与える影響について見ていきます。 

 中国会計における為替差損益とは、外貨決済取引を人民元帳簿に記帳するにあたり中国

人民元に換算する際に、取引発生の時間的差異や、採用する換算レートの差異が原因で発

生する差額をいいます。 

この為替差損益について 2006 年に公布された「企業会計準則第 19 号-外貨換算」では

以下のように規定されています。 

 

 Ⅰ.外貨取引は取引発生日の直物為替レート（または近似為替レート）を用いて記帳 

人民元金額に換算するものとする。 

 

Ⅱ．企業で外貨両替取引が発生する際には、実際の銀行の買値と売値によって換算する

ものとする。 

 

Ⅲ．外貨貨幣性項目については、月末（年末）に直物為替レートで換算した為替差額を

当期損益に計上し、同時に外貨貨幣性項目の記帳人民元金額を加減算調整するもの

とする。 

 

ここの貨幣性項目は以下の通り、資産（１）、負債（２）に分類されます。 

（１）手元現金、銀行預金、売掛金、その他未収金、長期債権など； 

（２）短期借入金、買掛金、その他未払金、長期借入金、未払債券、長期未払金など。 

 

■ 「Ⅰ及びⅡ」（為替決済取引の実行に伴って生じる為替差損益） 

A社は 6月 14日に以下のような取引を行った。 

銀行の当日の日本円の買値は 1円＝0.049929 元・売値は 1円＝0.050296元 

6月月初の人民銀行の仲値は 1円＝0.051756 元 

 

A 社は人民元で銀行から日本円 100万円を調達した。A 社は月初の人民銀行公表の外貨

の仲値為替レートを人民元換算レートとして採用した。 

 

会計仕訳： 

借：銀行預金―日本円  5.1756 万元（JPY 100×0.051756）注１ 

貸：銀行預金——人民元  5.0296 万元（JPY 100×0.050296）注２ 

財務費用——為替差益 0.146万元（5.0296-5.1756）注３ 
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注１：外貨購入 100万円は月初人民銀行外貨の仲値を採用して人民元に換算 

注２：両替した人民元は銀行の実際の円売り相場で人民元に換算 

注３：差額は為替損益に計上し、貸方差額は収益とする。 

 

円取引日の売り相場為替レートは記帳の月初の為替レートより低下しており、より少な

い人民元で、同等の日本円を購入取得することになるため、為替差益が発生します。 

 

■「Ⅲ」（保有外貨及び外貨建債権債務についての期末における記帳通貨への換算調整） 

下図は 2018~2021 年末の円/人民元の為替レートの動向を示す折れ線グラフである。 

 

 

①  A 社は 2018年から 2021 年まで同一の外貨資産、負債を保有しており、他の外貨取引

が発生していないと仮定した場合の年末の外貨換算による為替レートは以下の通り

である。 

2018.12
（@0.061887）

2019.12
（@0.064086）

2020.12
（@0.063236）

2021.12
（@0.05415）

預金 48,000,000 2,970,576   3,076,128   3,035,328   2,599,200  

売掛金 8,300,000  513,662.10  531,914     524,859     449,445    

買掛金 3,500,000  216,604.50  224,301     221,326     189,525    

為替差損
（“-”は收益）a.

- - -116,107    44,880      479,741    

所得税影響額
（25%）
a.* 25%

- - -29,027     11,220      119,935    

科目
外貨残高

（日本円）

人民元換算金額（元）

 

注意：為替差損益の計算 

預金、売掛金＝（年初-年末）為替レート*外貨金額 

買掛金＝（年末-年初）為替レート*外貨金額 

 

A．当企業は外貨資産・外貨建債権の比重が外貨建債務より大きい 

2018~2019 年には円対人民元為替レートが上昇し、日本円資産の人民元換算額の増加

をまねき、2019 年には為替差益 11.6万元が発生して企業利益を増加させました。 

 

0.061887

0.064086
0.063236

0.05415

0.05

0.055

0.06

0.065

0.07

2018 2019 2020 2021



 3 / 4 
 

2019~2021 年の円対人民元為替レートの低下は、日本円資産の人民元換算額の低下を

招き、2020、2021 年に為替差損 4万 4000 元と 47万 9000元が発生して企業利益を減少

させました。 

 

B．「Ⅰ、Ⅱ」と「Ⅲ」による会計上の為替損損益のうち、前者は収益や損失が実現し、

実際に資金の増加や減少を生じていますが、後者は、外貨そのものの金額は変動してお

らず外貨のままでみたときには（預金利息は別にして）収益や損失が実現していません。 

 

「Ⅲ」保有外貨及び外貨建債権債務についての期末における記帳通貨への換算調整で認

識した為替損益は中国の企業会計制度においては、直接に損益計算書の当期損益に反映

させることになりますので、月次・年度決算数値に直接影響して、その結果、企業所得

税の税金に係る資金流動にも影響を与えることになります。 

A 社の 2019~2021 年度の営業利益が 3 年間同一金額であると仮定すると、損益計算書 

（ここでは日本式フォーマットで説明）の状況は以下の通りになります。 

科目 2019年 2020年 2021年 N年
売上高 7,000 7,000 7,000 7,000
売上原価 6,000 6,000 6,000 6,000
税金及び附加 240 240 240 240
売上総利益 760 760 760 760
販売費及び一般管理費 560 560 560 560
営業利益（損失） 200 200 200 200
為替差損 -116 45 480 0
経常利益（損失） 316 155 -280 200
税引前当期利益（損失） 316 155 -280 200
法人税（25%） 79 39 0 50
当期純利益（損失） 237 116 -280 150
仮定：2019~2021年度において納税調整項目はない
      N年には為替損益影響がない

単位：千人民元

 
 

2019 年~2021 年は N年の経営利益と同じ 200千元である、 

A．2019年には企業所得税負担が 29千元増加（116*25%） 

B．2020年には企業所得税負担が 11千元減少（45*25%） 

C． 2021 年は赤字のため、企業所得税を納める必要がなく税負担を 50千元（200*25%）

軽減し、発生した繰越欠損金をその後の年度の補填に使用することができるようになり、

将来（5年間の損失補填期間内）利益を実現すれば、将来の企業所得税の現金流出を 70

千元（280*25%）減らすことになります。 

 

まとめ： 

 

為替レートは国際市場の通貨需給の影響を受けて変動しており、企業管理者が為替相場

を完全に把握してリスクを回避することは難しいのは事実です。 外貨決済取引がある場

合は、取引上可能であれば売りと買いについて同一通貨を決済通貨として選択し、同時に

外貨建資産・債権と負債との保有金額のバランスを調整すること、実際の外貨取引のニー

ズに基づいて外貨の手配・調達を行うことは為替差損益の企業損益への影響や資金流動の

コントロールのために必要なのではないかと思います。 



 4 / 4 
 

 

 また、今年はこの円安状況をうまく使って中国現地法人に留保されていた未処分利益の

利益配当を行う日本の企業が多く見られます。「少ない人民元でより多くの配当」を受け

られることになりますので、検討されてみてもよいと思います。 

 

 

参照文書： 

「企業会計準則第 19号-外貨換算」（2006 年 2月 15日財務部発表） 


